
 

季刊 国際貿易と投資 Spring 2017/No.107●37 

新産業政策としての 

世界クラスの高等教育システム 

永田 雅啓 Masahiro Nagata 

(一財) 国際貿易投資研究所 客員研究員 

埼玉大学 人文社会科学研究科 教授 

論  文 

 

要約 

『季刊国際貿易と投資』（101 号）では、高等教育の輸出産業化について

の現状について述べたが、高等教育の競争力強化は、単に一つの輸出産業

という範疇に留まらず、国家の競争力により広範なコンテクストで関連し

ている。知識集約型産業の育成が 21 世紀の産業政策になるとして、競争

力強化のために各国政府が、大学の改革・再編などに多額の資金を投じて

いる。本稿では、新たな産業政策ともいえる高等教育への政策投資競争の

現状と国際比較を行ってみたい。 

 

１．国際競争力と高等教育への政

策投資競争 

 

21 世紀が知識集約産業の時代と

言われて久しい。実際、バイオ、素

材、ロボット、AI などの多くの分野

で革新的な技術が台頭しており、単

なる新産業の登場というより、社会

システム全体を変えてしまう可能性

を秘めている。こうした社会変化の

中で高等教育が果たす役割には二つ

の側面がある。第 1 に、加速する技

術革新の源泉は高度な人的資本の獲

得であるが、そうした高度人材は（一

般的な労働力の移動と異なり）国際

的に高い流動性を持つ生産要素であ

る。ちょうど企業を誘致し、産業集

積を進めようとする競争と同じよう

な現象が、高度な頭脳獲得の世界で

も生じている。優秀な人材を惹きつ
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ける最も大きな魅力は卓越した人材

の集積地なため、いったん優位性を

確立すると、後からそれを覆すのが

難しくなるからである。こうした高

度人材の集積を進めるうえで中心的

な役割を果たすのが高等教育機関、

ならびにこれと結びついた民間なら

びに公的な研究機関の集積地である。

中でも世界クラスの大学は、その象

徴的な存在として優秀な人材を惹き

つける灯台のような役割を果たす。

さらに、ここ 10 年ほどで重要な役割

を果たすようになったのが、グロー

バル・ランキングである。これの出

現と利用の拡大によって、世界の大

学の序列化が進み、世界中で才能の

獲得競争が一層激化した。これは、

単に世界の大学間の競争というだけ

でなく、21 世紀の国家の盛衰と結び

ついた競争とみなされ、世界的なト

ップ校の育成に高い政策優先順位が

置かれるようになってきている。 

高等教育の持つ第 2 の側面は、こ

うした 21 世紀型の社会変化に対応

できる国民の教育をどのように進め

ていくか、という問題である。人々

の多くは国境内に留まる流動性の低

い生産要素であり、その質を高めて

いくことは、その国の全般的な生産

性や生活水準、政治の質に直結する。

アメリカでも 19 世紀には大半が農

民であり、当時の農業技術に対応し

た人材の育成に果たす教育の重要性

は相対的に低かったが、現代の社会

における教育の重要性は格段に増し

ている。現在、中間層の没落と所得

格差の問題が世界的な課題となって

いるが、その原因をグローバル化に

求め、それを押しとどめようとして

も、当該国の競争力を弱め、社会の

停滞を招くだけである。中間層没落

の主たる要因は急速な技術革新の進

展とそうした技術変化に適応できる

人材供給とのミスマッチにあり、そ

こに直接的に取り組まない限り、生

産性の伸びも所得格差の問題も解決

しない。 

以上の状況にさらに拍車をかけて

いるのが人口動態的な変化である。

すなわち、日本やヨーロッパでは最

先端の技術を担う若者が減少し、海

外からの留学生や研究者に頼らざる

を得ない時代を迎えている。一方で、

これまでこうした人材の供給地だっ

た（アジアを中心とする）新興諸国

では増大する高等教育需要に対応す
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るため、自国内に優れた高等教育機

関を育成することに躍起である。こ

れが、優秀な人材獲得を巡る国際競

争を一層激しくしている。 

 

２．知的集積を作る政策の国際比較 

 

世界には約 33 のエクセレンス・イ

ニシアチブ（優れた教育・研究を促

進する政府事業）が存在しているが、

その多くはアジア、ヨーロッパなら

び に 中 近 東 に 集 中 し て い る

（Siwinska 2013）。中でも、フランス

やドイツ、ロシア、スペイン、中国、

韓国、台湾、マレーシア、フィンラ

ンド、インド、日本、シンガポール、

スリランカ、ラトビアなどでは、世

界クラスの大学を自国に育成するこ

とを主な目的とする事業を立ち上げ

ている。すなわち、“Harvard here 

syndrome（わが国にもハーバードを

症候群）”が各国で生じている。

Hazelkorn（2015）から引用する形で、

そうした具体的な政策事例を以下に

示してみたい。 

 

【EU】 

1984 年から開始された EU の大規

模研究プログラムである「欧州研究

開発フレームワーク計画」は、ヨー

ロッパの社会、経済、環境、ならび

に産業界における知識・技術の強化

を継続して行うものである。そこで

は大学の質や透明性、比較可能性の

大切さ、潜在力と能力開発の問題が

強調されている。このため第６次欧

州研究開発フレームワーク計画

（2002-2006 年）では 175 億ユーロ

を投じて「（バーチャルの）ネットワ

ーク・オブ・エクセレンス」の形成

が促された。さらに 505 億ユーロを

投じた第 7 次研究開発フレームワー

ク計画（2007～2013 年）の中でこの

概念はさらに具体化され、欧州イノ

ベーション・技術機構（EIT）が設立

された。そこでは指定された研究集

積地に研究機関を共同設置すること

が重視されている。こうした活動を

通して、EU は計画的にヨーロッパの

高等教育と研究の構造改革を進めて

きた。また、2014 年～2020 年の期間

に 800 億ユーロの投資が計画されて

いる EU の研究戦略計画 Horizon 

2020 によって、大学の統合と集中化

が進む可能性が高い。。 

また EU は Europe 2020 の中で「知
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識集約型成長（smart growth）」戦略を

高等教育の現代化に結び付けている。

改革を促したのは 2003 年から登場

した上海交通大学の世界大学のラン

キング（ARWU）である。なぜなら、

そこで示されたトップ 50 大学のう

ち 35 はアメリカの大学で、ヨーロッ

パは 10 大学、うち英語圏のイギリス

の大学を除くと大陸は 5 大学に過ぎ

なかったからである。 

 

【ドイツ】 

2005年の 6月に、ドイツ政府は“エ

クセレンス・イニシアチブ”を立ち

上げたが、これはドイツの大学がグ

ローバル・ランキングのトップ 20 に

一つも入っていなかった事態への対

応と言われている。エクセレンス・

イニシアチブは、従来の平等重視、

あるいは“ドイツ全国にくまなく良

い大学を持つ”という姿勢から、競

争と階層化へ軸足を移す、非常に大

きな政策転換を意味していた。2006

年から 2011 年にかけて、大学だけを

対象にした 3 つのプロジェクトに総

額 19 億ユーロの資金提供がなされ

た。すなわち、（1）グラデュエート・

コレーグ：若手研究者の振興に役立

てる 40 の新たな大学院（年間最大

100 万ユーロの補助金）と（2）エク

セレンス・クラスター：大学・研究

機関、各地域での企業とのネットワ

ークを築く 30 の先端研究施設の設

立（年間最大 650 万ユーロの補助金）

である。さらには、これら二つの競

争に勝ち抜いた大学を対象に（3）戦

略的組織開発資金（年間最大1,300万

ユーロの補助金）が追加的に提供さ

れた｡この第 1 期の選抜ラウンドで

は、9 大学が“エリート大学”として

選抜された。続く第２期の選抜ラウ

ンド（2012 年～2017 年）では合計 27

億ユーロが投じられた。 

研究活動に関して言えば、ドイツ

には大学とは別に、研究だけを目的

にして研究者を組織する専門の研究

機関も存在する（例えばマックス・

プランク研究所やフラウンホーファ

ー研究機構、ヘルムホルツ協会、ラ

イプニッツ研究所など）。しかし、ラ

ンキングは大学で実施されている研

究活動のみを計測しているので、こ

れらの研究所で行われている活動は

ランキングの計測対象になっていな

い。このため、エクセレンス・イニ

シアチブでは、研究機関と大学間の
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連携や合併を強力に押し進めた。こ

れは事実上、ランキングが採用して

いる指標に合致するように高等教育

制度を再編していくことを意味して

いる。エクセレンス・イニシアチブ

によってドイツの大学が国際的に注

目され易くなり、「ドイツの魅力が増

した」という点で、大学幹部たちの

意見は一致している。 

 

【フランス】 

フランスは ARWU におけるフラ

ンスの大学の貧弱な位置付けに失望

し、2008 年にはキャンパス改造計画

「Opération Campus」を開始した。そ

こでの目的は、約 80 億ユーロの財政

資金を投じて国内 10 か所に「研究・

高等教育の地域拠点」（PRES：poles 

de recherche et d’enseignement 

supérieur）を設置することであった。

そこで大学や研究機関、グランゼコ

ールなどを合併させ、あるいはそれ

らの集積地域を形成することで、研

究教育能力とその存在感を高めよう

とした。2009 年にフランス政府は追

加的な財政支出を発表したが、そこ

では、政府の資金は、各大学に平等

に分配するのではなく、むしろ、よ

り大規模で自律的な大学を創るとい

う政府の政策に合致するように支出

される。2010 年に入ると、フランス

政府は 44 億ユーロを費やしてパリ・

サクレーにスーパー・キャンパスを

創設し、世界のトップ 10 入りを目指

す計画を発表した。さらに 5 億ユー

ロを投じて、グルノーブル市にも最

先端研究統合拠点 GIANT（Grenoble 

Innovation for Advanced New 

Technologies）を設立した。そこでの

目標は、2012 年までに 2 大学を世界

トップ 20 位以内に、そして 10 大学

を 100 位以内に入れることである。 

 

【デンマーク】 

2010 年、当時のデンマークの教育

大臣は、2020 年までにデンマークの

大学のうち、少なくとも一校は、ヨ

ーロッパのトップ 10（THE-QS のラ

ンキングで）に入れると発表した。

2006 年～2012 年に国民総生産の

0.5％にあたる 390 億クローネ（約

6,880 億円 1）で「グローバル基金」

が設立され、2011 年から毎年 1 億ク

ローネ（約 18 億円）が（デンマーク

の研究活動を向上するための）

Centers of Excellence と（産学連携を
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促進するための）New Matching Funds

にそれぞれ支出されている。 

 

【ロシア】 

ロシアは 2012 年 5 月に大統領令

として発表された Project 5-100 とし

て知られる政府主導の大学国際競争

力強化プロジェクトを開始した。プ

ロジェクトの目標は 2020年までに 5

大学をグローバル・ランキングのト

ップ 100 位以内に入れることであり、

2013 年～2015 年に年間 3 億ドルが

特別支援として投じられた。プロジ

ェクト 5-100 では、15 の大学を選出

した 2 が、プロジェクトに参加して

いる大学は、通常予算の 10～40％を

追加予算として受け取ることができ

る。 

 

【中国】 

中国が 1995 年に開始した「211 工

程」では、国際的水準で競争できる

トップレベルの大学 100 校を確立す

ることを目的にしていた。次いで

1998 年に提唱された「985 工程」で

は、もっと焦点を絞り、アメリカや

ヨーロッパのトップ校と競争できる

レベルの大学を 10～12 校育成する

ことが目標となった。当時北京大学

の党委書記を務めていた閔維方は、

この背景と目標を次のように説明し

ている。「今日の厳しい国際競争の中

で、大学は国の競争力の根本に影響

を与える重要な要素である。従って、

世界クラスの大学を育て運営するこ

とは、国家建設における戦略的重点

目標の一つになっている。」（Ngok 

and Guo 2008）具体的には次のよう

な方策が講じられている。大学の合

併ならびに資金・人材などの大学資

源の共有化、新たな才能の発掘・育

成や世界トップレベルの研究者の獲

得、そして国立の科学技術イノベー

ション・プラットフォームや人文学・

社会科学イノベーション・センター

の設置、さらには競争力を持った魅

力的な学部や教育プログラムの開発

である。2007 年時点で 985 工程に総

額 238 億元（約 3,684 億円 3）が費や

されてきた。これらにより、研究成

果と被引用数が上がり、結果として

ランキングにも良い影響が出ている。 

 

【台湾】 

台湾は 2005 年に、トップの大学に

対して 5 年間にわたり年間 100 億ニ
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ュー台湾ドル（約 344 億円 4）を投ず

るという目標設定型の新規構想を開

始した。その目的は「大学の国際的

地位を向上させること」で、資金の

大部分は国立台湾大学に投ぜられた。

2006 年～2010 年に実施された第 1

段階では国際化に焦点が当てられ、

大学が海外からの教員や留学生を積

極的に受け入れるとともに、恵まれ

ない環境にある国内の学生に対する

公平な扱いも保証した。次いで 2011

年～2016 年の第 2 段階では、台湾の

高等教育機関を世界的なレベルにま

で引き上げるという明確な目標に優

先順位が置かれた。 

 

【韓国】 

韓国の BK（Brain Korea=頭脳韓国）

21 プログラムでは、15 の世界クラス

の大学を誕生させるために集中投資

を行うことを目指している。韓国政

府は BK の第 1 段階（1999 年～2005

年）では 1.34 兆ウォン（約 1,308 億

円 5）、第 2 段階（2006 年～2012 年）

では 2.03 兆ウォン（約 1,705 億円）

を支出した。さらに、2008 年～2012

年の間に実施された World Class 

University Projectの予算は 8,250億ウ

オン（約 623 億円）であった。2013

年には、BK21 と WCU を一本化した

BK21 PLUS プログラム（2013 年～

2019 年）が開始されている。 

 

【インド】 

インド政府はさらに一歩先を進ん

でいる。インドは BRICS の中でグロ

ーバル・ランキングのトップ層に大

学が入っていない唯一の国である。

このためインド政府は直接 THE と

QS の両ランキング機関と話し合い

に入って、自国の大学のランキング

順位を上げる方策を探っている。例

えばインド憲法に義務付けられてい

る特定グループごとの入学割当制度

（15％は指定カースト、7.5％は指定

部族、そして 27％はその他の社会経

済的地位が低いグループ）や「身体

障碍者」に対する入学割当制度が、

インドにとって不利になると見られ

ている。また、インド政府は複数の

エリート工科大学を合併させること

で、必要な規模を確保するとともに

ブランドイメージも確立しようとし

ている。 
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【オーストラリア】 

オーストラリアの高等教育は、こ

こ数十年、国内的にも国際的にも競

争的な環境で運営されてきた。政府

の教育への補助金が削減された結果、

オーストラリアは、高等教育に対す

る公的投資の対 GDP 比において、

OECD の諸国中、4 分位の最下位グ

ループに位置している。こうした状

況は、高等教育機関が自ら収入を上

げるように働き、特に海外の留学生

からは授業料を全額徴収する方向に

向かわせた。この結果、オーストラ

リアは主要な留学生受け入れ国にな

り、2015 年におけるオーストラリア

の輸出品目の中で高等教育は３番目

に大きな（サービス）輸出品目であ

り、188 億豪ドルを記録している。こ

れは石炭、鉄鉱石に次ぐ輸出金額で、

観光や個別の農業品目の輸出金額を

上回っている。オーストラリアが受

け入れている留学生の 76.6％はアジ

アからの留学生であるが、今は、留

学生の主要な送り手であるシンガポ

ール、中国、マレーシア自体が高等

教育制度の拡充と改善に取り組んで

おり、競争環境は厳しくなってきて

いる。 

各国政府は、経済開発、国際的競

争力強化の手段としての高等教育の

重要性を認識しているため、上に示

したような大型投資を伴う大学改革

の例は枚挙に暇がない。 

 

【日本】 

他の多くの国と同様、日本も競争

圧力が増し、人口動態変化の圧力に

も直面している。1998 年の大学審議

会による答申『21 世紀の大学像と今

後の改革方策について－競争的環境

の中で個性が輝く大学－』の中では、

大学の成果や質に関する早急な行動

が勧告された。2007 年には、それま

での『21 世紀 COE プログラム』を

継承する形で『グローバル COE プロ

グラム』が開始された。そこでは国

際的に卓越した教育研究拠点（COE）

の形成を重点的に支援し、国際競争

力のある大学づくりを推進すること

を目的として、選抜された大学院研

究科（博士課程レベル）等に補助金

を提供した。2009 年には、国際化の

中心的な役割を担う大学を確立すべ

く『グローバル 30（国際化拠点整備

事業）』を開始し、13 大学が選定さ

れた。さらに、安倍政権下の教育再
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生実行会議は 2013 年に“スーパーグ

ローバル大学”構想を提言し、2014

年から 77 億円の予算で政策が開始

された。この事業では、2023 年まで

に世界大学ランキングの 100 位以内

を目指す大学 10 校程度と、それに加

えて、日本社会のグローバル化を牽

引する大学 20 校程度を選抜し、重点

支援する。日本がこうした世界クラ

スの大学というステータスを追及す

ることは、戦後続いてきた平等主義

を否定し、エリート主義に回帰する

ことを意味している。 

 

３．政策オプション 

 

最近まで先進国でも発展途上国で

も、高等教育の大衆化と民主化、つ

まり、より多くの人が高等教育を平

等に受けられるということに重点が

置かれてきており、こうした大衆化

により、高等教育制度の普及は急速

に進んできた。しかし、現在、各国

を突き動かしているのは、厳しい国

際競争下にある知識集約的経済の下

で世界最高クラスの大学を追い求め

る姿勢である。しかし、最高水準の

質を求めることと教育の平等とはむ

しろ対立すると見做されている。な

ぜなら、新たな教育予算の増額でも

ない限り、こうした戦略は決められ

た予算のゼロサム的な奪い合いにな

るからである。このため、各国それ

ぞれ程度は異なるものの、大きな枠

組みとして、①世界クラスの大学の

育成か、あるいは、②世界最高の高

等教育制度の形成か、という政策選

択に直面することになる。どちらも

研究と教育の重要性を認識している

が、前者ではグローバル・ランキン

グが研究中心の指標で評価されるこ

とから研究に重点が置かれ、後者で

はどちらかと言うと教育の重要性に

ウェイトがある。どちらの政策に重

点を置くかは政権のイデオロギーと

も関連しており、Hazelkorn（2015）

は、次のように前者を「新自由主義

モデル」、後者を「社会民主的モデル」

と呼んでいる。 

① 「新自由主義モデル」 

新自由主義モデルが目指すのは、

大学間の垂直的格差あるいはレピュ

テ―ション格差を積極的に作り出し、

グローバルな競争に勝ち抜くための

世界的なエリート大学を形成するこ

とにある。ドイツ、フランス、ロシ
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ア、中国、韓国、そして日本などは

研究実績に焦点を合わせ、国際的に

卓越した教育研究拠点形成のための

競争資金を通じて、トップレベルの

大学を選抜している。グローバル・

ランキングは自由市場のメカニズム

として機能し、高等教育システムに

競争原理を持ち込んだ。それが無け

れば、各国の政府も国民もエリート

大学をそれ程重視していなかったか

もしれない。大学間のグローバル競

争が本質的には研究を巡る競争であ

り、研究は最高の頭脳を惹きつける

のである。このモデルでは研究活動

を少数の大学に集中させ、そうした

大学であらゆる分野の先端的研究を

実施しようとする。そして残りの大

学は学部教育や専門職教育に集中さ

せ、研究は地域に密着したものに特

化させる。 

② 「社会民主的モデル」 

社会民主的モデルで目指すのは、

世界クラスの（高等教育機関ではな

く）高等教育制度を創り上げること

であり、それはグローバルな視点に

立った多様で高度な機能を持った高

等教育機関群から構成されるもので

ある。オーストラリア、ノルウェー、

アイルランドなどでは、卓越した大

学の育成と国全体の“良質の大学群”

への支援とを両立させ、教育と研究

の密接な連携を図っている。このモ

デルにおいては、教育と研究拠点は

地理的に分散しており、それぞれの

大学は、地元に密着した主要な知識

供給源として活動する。このモデル

は、外部の広範囲なパートナーとの

共同研究や学際研究を重視している。

ノルウェー教育相は、グローバル・

ランキングにおけるノルウェーの位

置が低いという批判に応えて、次の

ように語っている。「ノルウェーにお

いては、我々は意識的にエリート大

学を創らないようにしている」

（Sandelson 2013）。また、アイルラ

ンドの教育技能大臣は次のように表

明している「・・・我が国の現況で

は、質の高い高等教育を提供してい

かなければならない。そこでは、個

別の大学の成果という狭い視野では

なく、高等教育システム全体の改善

という明確な目標を維持し続ける必

要がある。」（Quinn 2012） 

どちらのモデルに重点を置くかは、

各国の置かれた経済・人口規模や国

際経済社会における立場によって異
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なってこよう。しかし、こうした選

択は二者択一ではない。冒頭でも述

べたように、21 世紀の経済社会では

そのいずれもが必要である。 

近年、日本は毎年のようにノーベ

ル賞受賞者を輩出し、同一年に複数

の受賞者を出すことも珍しくなくな

った。こうした成果は周辺のアジア

諸国から垂涎の的となっている。し

かし、ノーベル賞受賞者が異口同音

に語るのは、日本の大学を中心とし

た研究環境の悪化、優秀な若手研究

者への処遇の劣化である。放置すれ

ば、日本の科学技術力の優位性も損

なわれかねない。大学の基礎体力の

向上のためには、公的資金に加えて

民間の資金も必要になってくる。ま

た、現代の科学技術の進展は、大学

は基礎研究、企業は応用研究といっ

た従来の区分は通用しなくなってき

ている。基礎研究の成果からベンチ

ャー企業を立ち上げたり、大学が知

的財産の高度な管理を求められたり

する時代になり、大学と企業が有機

的な連合体を作り、人的交流や人的

供給を進める必要性が出てきている。

シリコンバレーを念頭に、日本でも

2001 年から経済産業省による「産業

クラスター計画」（予算規模：2001～

2007 年で 1,960 億円）が開始され、

19 のクラスターに対して産業集積

地を形成しようと努力している。こ

の中では地元銀行との連携などが企

図されているが、国際競争に勝ち抜

いて世界的な知識産業の集積拠点を

作るというより、経済産業局に主導

された地域の産業振興政策の性格を

強く持つ（岡室他、2012）。一方、文

部科学省による「知的クラスター創

成事業」（予算規模：2002～2009 年で

630 億円）では、地域の大学や公的研

究機関を中核とする知的クラスター

（18 クラスター）を作る試みがなさ

れた。しかし、ここでも県や市など

の地方公共団体のイニシャティブに

よる地域の振興に資することに主眼

があり（岡室他、2012）、予算規模か

らも日本の未来を担う産業群を形成

するという意識は弱い。日本で重要

なのは、世界に通用する高等教育機

関の育成と関連産業との連携が、21

世紀の新たな産業政策になるという

認識である。これまで、所管する省

庁の考え方の違いもあり、産業界と

大学の向いている方向は同じではな

かったかもしれない。しかし、21 世
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紀の産業社会のあり方と高等教育の

国際競争の激化は、新たな産業育成

の方向性と日本の大学の生き残りの

方向性のベクトルを近づけるものに

するのかもしれない。 
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注 

1 2006-2012 年の平均レート、17.64 円/デ

ンマーク・クローネで換算、以下同。 

2 2015 年には新たに 6 大学が追加選出さ

れ、現在は 21 大学になっている。 

3 2007 年当時のレート、15.48 円/元で換

算。 

4 2005 年の平均レート、3.44 円/ニュー台

湾ドルで換算。 

5 1995-2005 年の平均レート、0.09762 円/

ウォンで換算。以下、各年代の平均レー

トで換算。
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